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資料紹介
　　独禁法強化による市場開放要求問題
一第二次大戦期のアメリカの対英通商政策をめぐって一
杉崎京太
1　はじめに
　昨今，いわゆる日米構造協議の中で，日本市場の閉鎖性が間題としてとり
あげられ，独占禁止法の強化を含めて日本側の対応が迫られている。
　しかし歴史を繕くならば，ζれと全く同じではないにせよ，極めて似通っ
た側面をもつ問題が生じていたことに気がつくであろう。アメリカの第二次
大戦中の通商政策の一環として行われたヨーロッパの国際カルテルに対する
アメリカの独占禁止法の域外適用は，戦後のヨーロッパ復興を展望しつつ，
単に対敵制裁としてドイツを対象にしたというよりも，むしろ，友好国イギ
リス企業を狙い撃ちにしたと考えられるのであり，その系統性に大きな関心
を払わずにはいられない。以下，イギリスの商務省資料をもとに，その問の
事情を垣間見ることにしよう。
2　反トラスト法によるイギリス企業提訴をめぐって
　第一の資料は，商務省から在米大使館のジョプリン氏への手紙である。第
二次大戦に入ってから提訴されたイギリス企業のいくつかを掲げ，アメリカ
側が今後対英通商交渉の重要な挺子としてこれらの事件をとりあげてくるこ
とを予側し，データの収集について注意を喚起している。1944年11月1日の
この手紙は，I　C　I事件をはじめ5社の事件をあげている。
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　I　C　Iについては，1944年1月のデュポンとのナイロン特許をめぐる事件
と，1944年3月の全米アルカリ輸出組合，カリフォルニア・アルカリ輸出組
合との事件がとりあげられている。第二は，英国企業のブリティッシュ・マ
ッチとブライアント・メイを含むマッチ・カルテル事件（1944年5月），第三
は英社ボラックス・コンソリデイティドとアメリカ・カリ化学会社によるオ
ウ砂カルテル事件（1944年9月）等々である。
3　反力ルテル政策をめぐる対米協議をめぐって
　第二の資料は，1945年1月30日の英米協議中のカルテル政策についての文
書である。
　同文書は，1943年秋以来，英米間でカルテル対策をめぐる協議がなされて
きたとして，アメリカ側とイギリス側の考え方について整理している。
　アメリカ側としては，以下の諸点を提唱した。①国際貿易における制限的
行為を禁ずる国際的規制を採用すべきである。②特許・商標・企業組織に関
連する国内法を，カルテル行為が困難になるよう修正すべきである。③安全
や保存・公衆衛生等のための，あるいは経済的な不調整に対処するため貿易
と生産の国際的規制は，私企業に委ねず政府間によってなされるべきである。
④国際的貿易機構の一環として，国際的商行為についての国際的機関が設置
されるべきである。
　アメリカ側の考えは次のようなものであった。「カルテルは競争を減じ，国
際貿易における自由貿易政策に反するであろう。また，カルテルは攻撃的な
国の手段ともなりうる。カルテルが国際収支を補助するというような事実は
ない。しかし同時に，不況や関税障壁，不均等な産業発展が〈カルテルヘと
向かわせる＞ことも認められており，これらの問題をいかに取り扱うかに計
画の成功がかかっているといえる。」（第4項）
　これに対してイギリス側は，その見解を次のように述べている。
　「われわれは，こうした計画的な協定や，“同盟条約”（“treaties　ofalliances”）
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が，消費者に対して危険をもつことに同意するが，それが常に悪いとはいえ
ないし，完全自由競争が可能であるとも，またそれが常に正しいとも考えな
い。前者は消費者に対して，後者は生産者に対して害を及ぼしてきたのであ
る。協調的な方法は，その内容が，しばしば場合によっては制限的な均衡に
立脚するからといって，直ちに非難することはできない。」（第5項）
　「しかしながら，目的についてイギリスとアメリカの間に相違はないと感じ
た。われわれは，高率関税のような制限的カルテルは国際貿易の発展を阻害
するということに同意するし，大切なことは貿易の拡大こそが全てを益する
のであり，膨張主義経済が行なっような制限的カルテル行為は必要としない
し，正当化できないことにも同意した。」（第6項）
　「われわれは国内問題とは別に，国境を超えた産業協定に関連する国際的問
題が存在することに同意した。しかし，国際問題に入る前に，この問題をわ
れわれの国内的な観点から概観することも無益ではないと考える。なぜなら，
それがわれわれの見方を説明するのに役立つかもしれないからである。アメ
リカ的政策を支持してきた強力な公共（消費者）団体の意見といったものが，
イギリスにはなかったにもかかわらず，この問題でイギリス側にかなり意見
の変化のあったことをホーキンス氏（アメリカ代表一筆者注）は報告するこ
とが可能となった。戦間期の数年間にわたりイギリス政府は，効率性が増大
するという期待のもとに，より巨大な産業企業の形成を奨励レてきたし，そ
れが次々と独占を形成することを援助してきた。小企業は，近代的大規模生
産がイギリスで確立できなかった理由をなしているが，それ自体，前世紀以
来受継がれてきた歴史的課題なのであり，まさに最初の工業国家であること
に由来しているのであって，より大規模な企業を奨励する政策は，継続され
ていかなければならないであろう。しかし，今や，その政策自体が，独占や
産業協定を成立させやすいが故に危険であるという明確な認識が生じてきた
のである。」（第7項）
　「これまでのところ法律自体に変更はないが，考え方と政策には変化が実際
に生じてきた。われわれはアメリカ側の望む方向へと動き出した。しかし，
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アメリカ側も次のことを認識しなければならない。つまり，イギリスもアメ
リカと同様に，国内協定と国際協定を区別するであろうし，後者が前者の利
益を損わないように考えようとする傾向がある。さらに，どのようなペース
で進められるかを考えるに際しては，次の点について，いかなる意見が存在
するかを考慮に入れなければいけない。
（a）イギリスにとっては，カルテルはアメリカがその高関税を通じて行って
　きたことを別の手段で行っているだけであって，必ずしも，より有害であ
　るとはいえないということが力説されなければならない。われわれは，規
　制的カルテルの長所を論じようとは思わないが，アメリカ側提案に対する
　対応として，当然のことながら反論が行われなければならなかった。高関
　税の適用に直面した多くの場合に，われわれは産業団体に協定を結ぶよう
　に指導をしてきたのである。例えば，メリヤス類についいてであるが日本
　からの低賃金製品に対してその全製品に高率関税の適用を考慮しなければ
　ならなかったが，日本との問に協定が結ばれ，結果的には関税の一般税率
　の大幅増加をさけることができたのである。アメリカでも，輸入品に対す
　る高率関税によって同様な結果がもたらされてきたにちがいない。
　（b）イギリスでは（おそらくアメリカでもそうであったと考えられるが）拡
　張主義者の輸出市場での“ダンピング”を防止したり緩和したりするよう
　な協定など無用であるという意見に対して，速やかな経済の安定の可能性
　について工業家は懐疑的であるにちがいない。工業家たちは，過去におい
　て，通常，低賃金国からの競争により，輸出市場における大規模な“ダン
　ピング”に巻きこまれるのを余儀なくされたことを忘れないであろうし，
　規制主義であるといって，“ダンピング”を防止するための協定を批判する
　のは非現実的だと考えるにちがいない。工業家たちは他の目的のために特
　別のダンピング防止策をもつアメリカはどうなのだと指摘するにちがいな
　い。」（第9項（a），（b））
　「われわれはまた，アメリカ側が，イギリスのことを時にはそうであったに
せよ，決してカルテルに支配された国ではないことを認識すべきだと強く望
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んだ。注意深く調査した結果，大戦前のイギリスの輸出の3／4は，国際的工業
協定の対象外の製品であったし，今後もそうであろう。国際協定や独占の対
象となる製品は，イギリス連合王国の工業の粗生産量（total　gross　output）の
おそらく16％をこえないであろう。イギリスの産業の大半は国際カルテルに
参加しうるような形態では組織されてこなかったし，今後もされないであろ
う。」（第10項）
　「これらの根拠にもかかわらず，今回の協議では，ワシントンからの提案に
あるような，急激な変化を伴う恒常な措置を認めるまでには双方の見解は熟
さなかったとわれわれは考える。つけ加えると，アメリカ自体がこれまで反
トラスト法行政において重大な困難を抱えてきたのであって，その困難は永
年にわたる経験と改革にもかかわらず，今日まで存続してきたのである。例
えば，法的条文の厳格さは，実際の運用にあたっては，あくまでアメリカに
おける市場規制の正当なものとそうでないものについての見解によって構成
された，施行上の慣例を通じて緩和されてきたとわれわれは理解している。
それゆえに，同様の法律を世界全体に課する試みは，きわめて木きな困難を
伴ない，危険でさえあるとわれわれは考えたのである。仮にイギリスがそれ
に応じたとしても，そうした試みは失敗に終わるとしか考えられない。つま
り，あまりにも不体裁で満足のいかないものになるが故に，うまく働かなく
なって，たちまちのうちに機能を停止してしまうにちがいないのである。こ
の問題は，派手に大向う受けをねらうよりも，現時点での知識や意見をもと
に，その着実な成功と国際的制度の発展を可能とするような，注意深い実験
的方法を本質的に要求しているとわれわれは考えているのである。」（第11項〉
　「またわれわれは，政府間協定に関しても，工業製品に対しては多くの場合
それが有効性をもちえないと考えている。つまり政府問協定は，厳格である
が故に私企業への国家の過剰な介入を招来するおそれがある。つまり，効果
的であるがゆえに，施行面では一層厳密さを帯びる可能性が大きいのである。
ただ，特許と商標に関する国際協定締結に向けてのアメリカ側提案について
は，われわれも前向きに検討していきたい。（尤もホウキンス氏は具体的内容
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について述べることはできなかったのである。）この点に関しては，むしろイ
ギリス国内法の方がアメリカよりも先進的であるとわれわれは自負するもの
である。」（第12項）
　「もしイギリスに独占禁止法があれば，イギリス企業の干与した国際カル
テルに関する調査を行ったであろう。しかし，これまでのところわれわれは，
あくまで個々の調査にとどめるべきだと考えており，調査・協議のために独
自の国際機関を設立することには疑問を抱いている。ただ一つの可能性とし
ては，国際的貿易機構をこの目的のために利用することが考えられるであろ
う。われわれは誤解を避けるために，ホウキンス氏に対して，次のような試
案の要旨を示した。
　（1）国際的貿易機構の一環として，加盟国が，加盟国の産業団体問の私的
　協定により，国際的協商が損われていることを提訴できる国際的協議機関
　が設置されるべきである。
　（2）加盟国は，この協議機関の要請を受けて調査を行い，その結果を同機
　関に対して報告する。
　（3）この協議機関には司法権・行政権は賦与せず，あくまで意見と情報の
　交換を通じて，国際的協商発展のための一般的目的に合致する方策につい
　ての相互理解を促進する場にとどめるべきである。
　（4）とりわけ以下の諸点が強調されなければならない。
　　（i）かかる協議機関の取扱う対象は，国際的カルテルにのみ限定すべ
　　きで，国内的産業協定に対しては干渉しえないことはいうまでもない。
　　（ii）かかる協議機関は，一般的な国際貿易機構の一部として，あくま
　　でその一環としてのみ設置されるべきであろう。一般的貿易機構と離れ
　　れて，独自の国際カルテル調査・協議機関を設立することはわれわれの
　　考慮の対象外である。（以下略）
　　（hi）かかる国際機関の本分は調査と協議に限定されるべきである。ま
　　た，調査についても当該国のコストや製造，貿易に関する機密について
　　は直接行うべきではない。
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　　（iv）かかる国際機関による統制は認容できない。その委員会の多数意
　　見に合致した行動を関係国に強制することについては反対する。
　　（v）（何らかの措置がとられる場合も　　筆者注），その措置は，予め
　　定められた規則に拘束されるべきではない。勿論，時を経るに従い，あ
　　る事件の議論に際して関連する先例が蓄積されてくることは言うまでも
　　ない。しかし，個々の事例は，あくまでもそれぞれの理非に応じて論ぜ
　　られるべきである。
　　（vi）加盟国の調査は，あくまで自国の司法権の領域内で生じた国際カ
　　ルテルの行為の諸側面について行うことにのみ限定すべきである。
　こうした提案は，われわれにとって大きな前進の一歩を画することになっ
た。このような問題に関して．国際的な場で討論することについては明らに
難しい間題が存在した。われわれは，いかなる言質もなしにただ試案をのみ
提示したにすぎないが，それ自体として，今後追求すべき意味ある方向につ
いての指針を示したということができよう。」（第13項）
　さて，以上のようにイギリス側の態度をのべた後，14項の最後で，その本
音が集約されている。即ち，「アメリカがこの問題について善意であることは
認めるが，実際にはさまざまな困難があって，アメリカの考えているような
速やかで包括的な問題の処理を妨げていることを認識すべきである」という
もので，総論賛成を装いつつ，実際には引延ばしを図るイギリスの立場を露
呈しているといえる。米英「反国際カルテル」協議をめぐる双方の基本的態
度は，ほぼ以上の諸点を通じて見ることができよう。このあと，両者の討議
内容についてもいくつかまとめられているが，紙幅の都合から，ここでは政
府と私企業の関係をめぐる米英の見解の相違にのみふれておこう。
　アメリカ側：「（ホウキンス氏曰く）このような国際的協商体制の下にあっ
ては，政府こそが全般的厚生のために行動しなければいけない。私企業はと
いえば，それが利潤追求を目的としている以上，全般的福利向上のために働
くことは到底考えられない。貿易協商体制をめぐる（米英間の一筆者注）認
識のずれはここに起因しているといえよう。」
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　イギリス側：「われわれは，アメリカ側の議論があまりにも問題を単純化し
ていることを指摘した。種々のカルテル行為については，全面的に悪質なも
のと全面的に良質なものとに一線を画することは不可能であるといってよい。
つまりカルテル行為は一定の側面では良質であり，他の側面は悪質となるの
である。したがって，カルテル行為一般を厳格な規則によっズ扱うことは不
可能であると考える。例えば，カルテル行為の動機の中には雇用確保あるい
は基幹産業の保護というように，有意義な性格をもつものが場合によっては
存在することをわれわれは指摘したのである。」
4　まとめ
　以上瞥見してきた二つの資料を通じて，次の二点が明らかになったであろ
う。
　まず第一に，アメリカは第二次大戦期に，反トラスト法の域外適用を通じ
てイギリスをはじめヨーロッパ企業の干与したカルテル行為の摘発を積極的
に行ない，これを武器に国際的な反カルテル機関の設立を企図していたとい
う点である。
　第二に，アメリカのこうした攻勢に対して，イギリスの国内カルテル育成
策と国際カルテル放任政策は守勢に立たされていた。資料にも述べられてい
たように，イギリスではこの時期に至るまで明確な反独占政策は存在しなか
ったのである。
　あらためて述べるまでもなく，アメリカにとっては，戦後の世界政策を展
望するうえで，ヨーロッパにおける国際カルテルを解体し，その市場に風穴
をあけることが一つの重要な課題であった。独禁法の域外適用を挺子とする
自由貿易攻勢は，まさにこのような戦略と不可分なものであったと考えられ
るのである。
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注
（1〉
（2）
（3）
アメリカの反トラスト法の域外適用の事例研究については，松下満雄『アメリカ
独占禁止法』（東京大学出版会，1982年）第10章第5節を参照されたい。
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